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本計画は、「インフラ長寿命化基本計画（平成 25年 

11 月関係省庁連絡会議）」に基づき北海道が策定した 

「北海道インフラ長寿命化計画（行動計画）（平成 27 

年 6月）」の個別施設計画として位置づけるものであり、 

インフラの戦略的な維持管理・更新等を推進すること 

を目的とした「治水ダム」の長寿命化計画です。 

 

 

■ダムは、洪水から人命を守り、限りある水資源の有効利用を図るなど、地域に暮らす人々が安全で快適に

生活するための社会基盤の構築に欠かすことのできない重要なものです。 

■北海道では、昭和 47 年より管理を開始した有明ダムが最初であり、洪水調節、流水の正常な機能の維持、

かんがい用水、水道用水の供給などを目的に、全 17基のダムを管理しています。 

 

■各ダムの諸元及び位置を、別紙 1,2に示しています。 

 

 

■対象施設は、(1)土木構造物、(2)機械設備、(3)電気通信設備 の３分類としています。 

（施設のイメージを、別紙 3 に示しています。） 

■50年以上経過する治水ダムの割合は、20 年後には約 5割に及び各施設の老朽化が懸念され、長期的視点を

踏まえたダムの効率的・効果的な維持管理・更新等の取組を進める必要があります。 

施設 
施設数 

H30.3 末現在 

50 年以上経過する施設の割合 

現在 10 年後 20 年後 

ダム 17 基 0％ 18％ 47％ 

 

 

■各ダム操作規則に定められたダム点検整備基準及び調査測定基準に基づき実施する点検等により、ダムの

状態を定期的・継続的に把握します。 

■それらの結果を総合的に分析・評価した上で、必要な更新・対策を実施することで、ダム施設の安全性及

び機能を長期にわたって保持するとともに、貯水池機能を保全するよう努めます。 

■点検、更新・対策等の履歴については、系統的に整理・保存し、蓄積します。 

 

 

■対象施設については、上記４及び各ダム維持管理方針に基づき、更新・対策の優先順位を判断した上で、

トータルコストの縮減・平準化を考慮し、計画的に維持管理を行うものとします。 

 

 

 

■計画期間は、30年間とし、定期検査の頻度を踏まえ、概ね 3 年ごとに見直しを検討します。 

「北海道ダム長寿命化計画」の概要 

 

インフラ長寿命化基本計画(国)

北海道インフラ長寿命化計画(行動計画)(道)

交通(道路) 治水

河川 治水ダム 砂防 建設海岸

建築物

１．ダムの概要 

２．各ダムの諸元 

３．対象施設 

４．維持管理、設備の更新・対策に関する基本方針 

６．計画期間 

５．維持管理、設備の更新・対策に係る中長期的な方針・計画等 
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■更新・対策の優先順位については、各要領等に基づき、健全度、ダムの機能に与える影響の程度及び設置

条件等を総合的に判断した上で設定するものとします。 

【土木構造物の健全度評価】 

●下表の基準（ダム総合点検実施要領～国土交通省）に基づき点検・評価を実施した結果、概ね「b2：中長

期的（対応時期 30 年以内）」の判定であり、今後、点検結果等を踏まえ対策を検討、実施していきます。 

健全度の区分 

a1 a2 b1 b2 c 
〇機能低下に

より、緊急

の措置が必

要な状態 

〇劣化・損傷によ

り機能への影響

が認められ、何

らかの措置が必

要な状態 

〇現状では機能が維持さ

れているが、劣化損傷

が認められ、近い将

来、機能に影響を及ぼ

すと予見される状態 

〇現状では機能が維持さ

れているが、劣化損傷

が認められ、中長期的

には機能に影響を及ぼ

す可能性がある状態 

〇軽微な劣化・損傷が認めら

れるが機能には支障がな

く、将来的にも機能に影響

を及ぼす恐れがない状態 

〇劣化・損傷が認められない状

態 

【機械設備の健全度評価】 

●ダム用ゲート設備等点検・整備・更新検討要領（国土交通省）に基づき点検・評価を実施した結果、現在、

各設備に支障が生じていないことから、設備の状態を定期的・継続的に把握していきます。 

【電気通信設備の健全度評価】 

●電気通信設備は、土木構造物や機械設備と異なり微弱な電波を扱うため、延命化は難しい分野であること

から、耐用年数を基本として更新・改良を実施します。 

■トータルコストの縮減 

電気通信設備の基準には、最低限の寿命を示す「設計寿命」と適切な点検、修繕等の維持管理を行うこと

により稼働可能な寿命を示す「設置環境等を考慮した寿命」が設定されています。 

対策にあたっては、年点検や修繕を行いながら、「設置環境等を考慮した寿命」を更新サイクルとし、 

コスト縮減を図ります。 

■平準化 

特定年度への整備・更新費用が集中すると調達可能な予算額を超過することが想定されるため、各施設の

整備・更新の実施の順番を検討し、事業の一部を他の年度に先送りまたは前倒して実施することにより事

業の平準化を図ります。 

 

 

■施設の状態把握は、日常点検、定期点検及び定

期検査(1 回/3 年)やダム総合点検(1 回/30 年)

を実施しており、これらのメンテナンスサイク

ルを継続し、予防保全に努めるものとします。 

 

■当面の対策は、ダム管理用制御設備や放流・観測設備等の電気通信設備を中心として、更新・対策を実施

します。 

 

 

 

■概算費用：約 250億円（30 年間累計） 

●トータルコスト縮減の考えにより、検

討を行ったところ、30 年間で約 150億

円のコスト縮減効果があると試算さ

れます。 

８．状態及び更新・対策内容 

９．更新・対策費用 

７．更新・対策の優先順位及びトータルコストの縮減・平準化の考え方 

 

ダムにおける 

点検・検査 

日常点検 

(日・月・年等) 

臨時点検 

(地震時、出水時等) 

ダム総合点検(約３０年ごと) 

ダム維持管理における点検 

(ダム管理者が実施) 

ダム維持管理における検査 

(ダム管理者以外の者(専門家等)が実施) 

日常管理 

定期検査(約３年ごと) 

※ 

※ 

400億円 

約 150億円のコスト縮減効果 

設計寿命 設置環境等考を考慮した寿命 

250億円 


